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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、労働市場の仲介者としての派遣業の役割に焦点を当て、労働市場の二極化
を解消するための方策を探ることにある。分析により、派遣労働は少なくとも短期的には金銭的な貧困対策として機能
してきた一方、正社員就業を希望する労働者の「踏み石」としての機能を果たしてこなかったことが明らかにされた。
研究成果は国際査読誌に掲載されたほか、一般向けにも情報発信を行った。

研究成果の概要（英文）：The aim of this project is to test whether or not a temporary help service (THS) j
ob benefits workers in Japan. We find that THS work in Japan has failed to provide a stepping stone to per
manent employment, although it may have provided employment opportunities to those who were otherwise unem
ployed. Our research outcomes were published in international refereed journals. 
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１．研究開始当初の背景 
 
派遣労働者が増加傾向にあり、派遣業の存
在が正規と非正規労働者という労働市場の
二極化を助長していると指摘されることが
ある（OECD 2004）。しかし、派遣業と労働
市場の二極化の関係については経済学者の
間では必ずしも見解は一致していない。経済
理論の観点からは、派遣会社は市場の仲介者
として労働市場の効率性を改善する立場に
も、単に労働者を搾取する立場にも成り得る
からである。実際、これまでに欧米で蓄積さ
れてきた実証研究によると、この両方の立場
を支持する実証結果が混在して観察されて
きた。 
派遣業の役割に肯定的な実証結果は、イタ
リアなどのヨーロッパの多くの国とアメリ
カの一部で観察されてきた（Heinrich, 
Mueser and Troske 2007, Ichino, Mealli 
and Nannicini 2008他）。彼らの理論的主張
によると、「派遣は直接雇用よりもスクリー
ニングコストや解雇費用が低く、効率的な仕
事と労働者のマッチングを行う。本来なら仕
事につけなかったはずの人も迅速に職を得
ることができる。派遣業は正規雇用への踏み
石としての役割を果たしており、人的資本の
蓄積や長期雇用に貢献する」。 
一方、派遣業の役割に否定的な実証結果を
示したのが、アメリカのミシガン州の
Work-First Program のデータを活用した
Autor and Houseman (2010) である。彼ら
の理論的主張によると、「派遣業は、労働者
から人的資本に投資する機会や効率的なジ
ョブサーチを行うネットワークを築く機会
を奪い、代わりに不安定で熟練度の低い仕事
しか与えない。他に選択肢がないという悪い
シグナルを与える可能性があり、人的資本の
蓄積を妨げる。派遣は終わりのない不安定雇
用への入り口となる」。 
 ところが、このような実証結果の対立があ
るにも関わらず、どのような条件の下で派遣
業が正規雇用への踏み石となったり、終わり
のない不安定雇用への入り口となったりす
るのか、なぜ実証結果の対立が観察されたの
か、という観点からは世界的に研究が行われ
てこなかった。 
 
 
２．研究の目的 
 
本研究の目的は、労働市場の仲介者として
の派遣業の役割に焦点を当て、労働市場の二
極化を解消するための方策を探ることにあ
る。現在、日本でも、労働者派遣法の改正に
向けて製造業派遣や日雇い派遣の禁止の是
非などが議論されており、派遣業が果たす役
割についての政策的関心は非常に高い。しか
し、日本では派遣を含む非正規労働者全体の
就業形態の変遷を分析した研究（例：Esteban 
-Pretel, Nakajima and Tanaka 2011）は存

在するものの、そもそも欧米のように派遣業
の仲介機能に直接的に焦点を当てた実証研
究は存在しない。派遣業をどの程度まで規制
するべきかを評価するためには、日本におい
ても派遣会社が効率的なマッチングを形成
させる機能を担ってきたか否かを現実のデ
ータを用いて検証し、派遣業が効率的な役割
を果たす条件を明らかにする必要がある。 
 
 
３．研究の方法 
 
ただし、派遣労働に就くこと自体の効果を
正確に抽出することは容易ではない。仮に、
派遣労働に就く人の正社員転換する割合は、
直接有期雇用で働く人の正社員転換割合よ
りも高かったとしよう。もしも、派遣に就く
人は元々正社員になるために必要な能力を
持つ人が相対的に多いのであれば、平均的な
正社員転換割合の差は派遣労働に就いたこ
と自体の効果を示すのではなく、労働者の属
性の違いを反映しているのかもしれない。こ
のように、分析対象グループの個人（ここで
は派遣労働者）に元々備わっている属性によ
り特定の結果（ここでは正社員への転換）が
起こりやすくなる現象はセルフ・セレクショ
ンと呼ばれる。 
 セルフ・セレクションの問題に対処するた
めに、本研究では、派遣労働に就きやすい人
達の属性をプロペンシティスコアによって
数値化し、プロペンシティスコアの近い者の
うち、①トリートメントグループ（派遣労働
に就く者）、②コントロールグループ（パー
ト・アルバイト等の直接雇用に就く者、失業
中の者）を比較して、どちらのグループで正
社員への転換率が高いかを分析した（平均処
置効果推定;Average Treatment Effect on the 
Treated Estimation）。さらに、プロペンシティ
スコアでは捉えきれないような、観察されな
い属性によって生じるセルフ・セレクション
に対処するために、そうした属性をシミュレ
ーションする分析も行った (Sensitivity 
Analysis by Ichino, Mealli and Nannicini 2008)。 
用いたデータは、（独）経済産業研究所「労
働市場制度改革研究会」による、失業者や非
正規労働者を対象にしたアンケート調査で
ある。この調査データを用いる利点は、通常、
絶対数の少ない派遣労働者を効率的に把握
できる点、平均処置効果推定の分析に適した
サンプリングを行っている点、4 回の追跡調
査を行っている点である。 
 
 
４．研究成果 
 
本研究の平均処置効果推定およびシミュ
レーションテスト（Sensitivity Analysis）の結
果より、以下の結論が得られた。第一に、派
遣の方がパート・アルバイトよりも正社員に
なりにくい。むしろ、その後 2年間の失業率



は派遣労働者の方がパート・アルバイトより
も高い。第二に、派遣労働者と失業者を比較
すると１年後までは派遣労働者の方が賃金
は高い。1 か月未満の短期の派遣労働者とし
て働いていた人も対象に同様の分析を行っ
たところ、その後少なくとも 1年半までは失
業者より1か月未満の派遣労働者の賃金率の
方が有意に高い。 
 言い換えると、派遣労働は少なくとも短期
的には金銭的な貧困対策として機能してき
た一方、正社員就業を希望する労働者にとっ
ては正社員就労へ直接的あるいは間接的に
結びつくようなステップ、つまり、「踏み石」
としての機能を果たしてこなかった可能性
が高い。失業よりも派遣労働の方が金銭面で
はよりよい状態にあるという意味で派遣の
メリットを考えると、登録型派遣の原則禁止
など、派遣労働の存否自体を議論することは
生産的ではない。むしろ、正社員就業を希望
する派遣労働を含む非正規労働者が派遣や
パートの仕事を正社員への「踏み石」とでき
るような補完的仕組みを整えることが優先
されるべきである。 
なお、本研究の実施にあたっては、成果を
広く発信することを心がけた。メインの成果
は国際査読誌に掲載されたほか、初期段階の
結果も分かりやすい解説とともに一般書に
掲載された。また、国内外の学会等で積極的
な報告を行った。 
 
 
＜参考図＞ 
賃金率（横軸）と推定されたプロペンシティ
スコア（縦軸）の比較 
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正社員に就業した人の割合 
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